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関西大学大学院会計研究科学則 
平成17年４月28日 

制定 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この学則は、関西大学大学院学則第３条第

２項の規定に基づき、関西大学大学院会計研究科

（以下「本研究科」という。）の組織及び運営等

について、必要な事項を定めるものとする。 

（研究科の目的及び専攻） 

第２条 本研究科は、理論と実務を有機的に連携さ

せた高度専門教育により、深い学識及び卓越した

能力を培い、公認会計士に代表される高度の会計

専門職業を担える有為な人材を育成することを目

的とする。 

２ 本研究科に、会計人養成専攻を置く。 

（課程及び修業年限） 

第３条 本研究科に、修業年限を２年とする専門職

学位課程を置く。 

２ 前項の規定にかかわらず、第10条及び専門職大

学院設置基準（平成15年文部科学省令第16号）第

16条の規定により、１年次基本科目群科目５単位

以上を含む18単位以上を認定された者については、

修業年限を１年短縮することができる。 

３ 前項の規定により修業年限を１年短縮された者

が本研究科に入学するときは、２年次生として取

り扱うものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、長期履修学生制度

を適用する者の修業年限は３年又は４年とし、こ

れに関し必要な事項は別に定める。 

（学生定員） 

第４条 本研究科の入学定員は70名とし、収容定員

は140名とする。 

（自己点検及び評価） 

第５条 本研究科は、第２条に規定する目的及び社

会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況

について自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検項目及び実施体制については、別に

定める。 

（第三者評価） 

第６条 本研究科は、教育研究活動等の状況につい

て、文部科学大臣が指定する認証評価機関による

第三者評価を受けるものとする。 

第２章 教育課程 

（授業科目） 

第７条 本研究科の教育は、授業科目の授業によっ

て行う。 

２ 授業科目は、導入科目群、基本科目群、発展科

目群及び応用科目群に分け、２学年に配当する。 

３ 授業科目の名称、単位数、修了要件等は、別表

のとおりとする。 

（単位数計算） 

第８条 本研究科の授業科目の単位数は、次の基準

によって計算する。 

(１) 講義及び演習については、原則として15時

間の講義又は演習をもって１単位とする。 

(２) 実習については、原則として45時間の実習

をもって１単位とする。 

（単位の修得） 

第９条 学生は、所定の授業科目を履修し、その単

位を修得しなければならない。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第10条 本研究科が教育上有益と認めるときは、学

生が本研究科に入学する前に大学院において履修

した授業科目について修得した単位（科目等履修

生として修得した単位を含む。）を本研究科に入

学した後の本研究科における授業科目の履修によ

り修得したものとみなすことができる。 

（学部生が履修した大学院授業科目の単位認定） 

第11条 第43条の規定に基づき、学部生が本研究科

における授業科目を履修したときは、本研究科が

教育上有益と認めた場合に限り、本研究科への入

学後に当該単位を認定することができる。 

（他の大学院における授業科目の履修及び単位認
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定） 

第12条 本研究科が教育上有益と認めるときは、学

生が他の大学院において履修した授業科目につい

て修得した単位を本研究科において修得したもの

とみなすことができる。 

（単位認定の上限） 

第13条 前３条の規定により修得したものとみなす

ことのできる単位数は、合わせて26単位を超えな

いものとする。 

（追加科目の履修） 

第14条 本研究科が教育上有益と認めるときは、本

研究科に開設する授業科目のほか、学生が追加科

目として他の研究科若しくは学部又は他の大学院

の教育課程の授業科目についての履修を許可する

ことができる。 

（履修届） 

第15条 学生は、履修しようとする授業科目を選択

し、指定期間内に履修届を研究科長に提出しなけ

ればならない。 

第３章 試験、修了及び学位 

（試験の方法及び時期） 

第16条 試験の方法は、筆記によるものとする。た

だし、レポートの提出その他の方法によることも

できる。 

２ 試験は、履修した授業科目について、学期末に

行う。 

（試験成績） 

第17条 試験の成績は各授業科目ごとに決定し、点

数をもって表示し、60点以上を合格とする。その

評価は、次のとおりとする。 

   

合格  100点～90点 秀 

89点～80点 優 

79点～70点 良 

69点～60点 可 

 

不合格 59点以下 

２ 合格した授業科目については、所定の単位を与

える。 

（在学年限） 

第18条 本研究科において在学できる年数は、４年

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定

により修業年限を１年短縮された者は、２年とす

る。ただし、研究科教授会が相当と認める特段の

事情があるときは、１年延長することができる。 

（課程の修了及び学位の授与） 

第19条 本研究科に２年（第３条第２項の規定によ

り修業年限を１年短縮された者は１年、第３条第

４項の規定により長期履修学生制度を適用された

者は３年又は４年）以上在学し、所定の単位を修

得した者をもって、課程を修了したものとし、専

門職学位を授与する。 

２ 専門職学位は、会計修士（専門職）とする。 

３ 第１項における学位の授与については、本条に

規定するほか、関西大学学位規程の定めるところ

による。 

第４章 教員組織 

（担当教員） 

第20条 本研究科の授業を担当する教員は、専門職

大学院設置基準（平成15年文部科学省令第16号）

に規定する資格に該当する者とする。 

（研究科教授会） 

第21条 本研究科に研究科教授会を置く。 

２ 研究科教授会に関する規定は、別に定める。 

（研究科長） 

第22条 本研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長は、本研究科に関する事項をつかさど

り、本研究科を代表する。 

第５章 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第23条 本研究科の学年は、毎年４月１日に始まり、

翌年３月31日に終わる。 

２ 学年を２学期に分け、４月１日から９月20日ま

でを春学期、９月21日から翌年３月31日までを秋
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学期とする。 

（休業日） 

第24条 本研究科における休業日は、次のとおりと

する。 

(１) 日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日 

(３) 本大学記念日 昇格記念日 ６月５日 

創立記念日 11月４日 

(４) 夏季休業 ７月29日から９月20日まで 

(５) 冬季休業 12月21日から翌年１月７日まで 

(６) 春季休業 ３月24日から３月31日まで 

２ 必要がある場合は、学長は、前項の休業日を臨

時に変更し、又は臨時の休業日を定めることがで

きる。 

第６章 入学、休学、退学、除籍等 

（入学時期） 

第25条 入学時期は、毎年４月とする。ただし、研

究科教授会が認めた者を秋学期から入学させるこ

とができる。 

（入学資格） 

第26条 本研究科に入学することのできる者は、次

の各号のいずれかに該当する者に限る。 

(１) 大学を卒業した者 

(２) 大学評価・学位授与機構により学士の学位を

授与された者 

(３) 外国において、学校教育における16年の課

程を修了した者 

(４) 外国の学校が行う通信教育における授業科

目を我が国において履修することにより当該外

国の学校教育における16年の課程を修了した者 

(５) 我が国において、外国の大学の課程（その修

了者が当該外国の学校教育における16年の課程

を修了したとされるものに限る。）を有するも

のとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該課程を修了した者 

(６) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研

究活動等の総合的な状況について、当該外国の

政府又は関係機関の認証を受けた者による評価

を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部

科学大臣が別に指定するものに限る。）におい

て、修業年限が３年以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修することにより

当該課程を修了すること及び当該外国の学校教

育制度において位置づけられた教育施設であっ

て前号の指定を受けたものにおいて課程を修了

することを含む。）により学士の学位に相当す

る学位を授与された者 

(７) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上で

あることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指

定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

(８) 文部科学大臣の指定した者 

(９) 大学院に飛び入学した者であって、本研究科

における教育を受けるにふさわしい学力がある

と認めたもの 

(10) 本研究科において、個別の入学資格審査に

より、大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、22歳に達したもの 

(11) 大学に３年以上在学した者（これに準ずる

者として文部科学大臣が定める者を含む。）で

あって、本研究科の定める単位を優秀な成績で

修得したと認めるもの 

（入学試験） 

第27条 本研究科に入学を志願する者は、入学試験

を受験しなければならない。 

２ 入学試験は、研究科教授会が定める方法により、

学力及び人物について考査する。 

（入学の出願） 

第28条 入学を志願する者は、所定の書類に入学検

定料を添え、所定の期日までに提出しなければな
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らない。 

（入学手続） 

第29条 入学試験に合格した者は、所定の期日まで

に、入学金、授業料その他の学費を納入し、かつ、

所定の在学保証書を提出しなければならない。 

２ 前項の手続を完了しない者は、入学を許可しな

い。 

（休学） 

第30条 病気その他やむを得ない事由により休学し

ようとする者は、保証人連署の休学願を研究科長

に提出し、研究科教授会の議を経て休学の許可を

得なければならない。 

２ 休学を許可された者は、学費規程に定める所定

の学費を納入しなければならない。 

３ 休学に関する規定は、関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程に定める。 

（復学） 

第31条 休学した者が、復学を希望するときは、保

証人連署の復学願を研究科長に提出し、研究科教

授会の議を経て復学の許可を得なければならない。 

２ 復学に関する規定は、関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程に定める。 

（退学） 

第32条 病気その他やむを得ない事由により退学し

ようとする者は、保証人連署の退学願に学生証を

添えて、研究科長に提出しなければならない。 

２ 退学に関する規定は、関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程に定める。 

（再入学） 

第33条 前条により退学した者が、再入学を希望す

るときは、保証人連署の再入学願を研究科長に提

出し、研究科教授会の議を経て再入学の許可を得

なければならない。 

２ 再入学に関する規定は、関西大学大学院会計研

究科事務取扱規程に定める。 

（除籍） 

第34条 所定の期日までに学費を納入しなかった者

は、指定された納入猶予期間内に滞納学費を納入

しない限り除籍する。 

２ 前項の納入猶予期間に関する規定は、学費規程

に定める。 

３ 除籍に関する規定は、関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程に定める。 

（復籍） 

第35条 前条の規定により除籍された者が、復籍を

希望するときは、保証人連署の復籍願を研究科長

に提出し、研究科教授会の議を経て復籍の許可を

得なければならない。 

２ 復籍に関する規定は、関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程に定める。 

（転入） 

第36条 他の大学院の学生が、所属大学院の研究科

長の承認書を付し、学期の開始日までに、本研究

科に転入学を志願したときは、選考のうえ、許可

することができる。 

（転学） 

第37条 本研究科から他大学の大学院に転学しよう

とする学生は、理由を付して、保証人連署のうえ、

願い出て許可を得なければならない。 

（転科） 

第38条 本研究科から、本大学院の他の研究科に転

科することは、許可しない。ただし、研究科教授

会が相当と認める特段の事情があるときは、この

限りでない。 

第７章 学費等 

（入学検定料） 

第39条 入学を志願する者は、学費規程に定める入

学検定料を納入しなければならない。 

（学費等） 

第40条 入学金、授業料その他の学費及び手数料に

関する規定は、学費規程に定める。 

２ 既に納めた学費等は、返還しない。 

３ 入学許可を得た者で、入学日の前日（４月入学

のときは３月31日、９月入学のときは９月20日）
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までに入学手続の取消しを願い出たものについて

は、入学金を除く学費を返還することがある。 

第８章 委託学生、聴講生、科目等履修生、

学部生及び交流学生 

（委託学生） 

第41条 公共団体及びその他の機関から、本研究科

の特定の授業科目の履修について委託があるとき

は、正規の学生の学習に妨げのない限り、選考の

うえ委託学生として許可することができる。 

２ 委託学生は、履修した授業科目について試験を

受けることができる。 

３ 試験に合格した者には、願い出により証明書を

交付する。 

（聴講生） 

第41条の２ 本研究科の特定の授業科目について聴

講を希望する者があるときは、正規の学生の学習

に妨げのない限り、選考のうえ聴講生として許可

することができる。 

２ 聴講生に関する規定は、別に定めるところによ

る。 

（科目等履修生） 

第42条 本研究科の授業科目を履修し、単位の修得

を希望する者があるときは、正規の学生の学習に

妨げのない限り、選考のうえ科目等履修生として

許可することができる。 

２ 科目等履修生に関する規定は、別に定めるとこ

ろによる。 

（学部生） 

第43条 本大学に３年以上存学し、本研究科におい

て、所定の単位を優れた成績をもって修得したも

のと認められた者は、本研究科の授業科目を履修

することができる。 

（交流学生） 

第44条 他の大学院の学生で、当該大学の許可を受

けて本研究科の特定の授業科目について聴講を希

望する者があるときは、正規の学生の学習に妨げ

のない限り、選考のうえ交流学生として許可する

ことができる。 

２ 交流学生の取扱いは、研究科教授会において定

めるものとする。 

（学則の準用） 

第45条 委託学生、科目等履修生及び交流学生につ

いては、本章に規定するほか、正規の学生に関す

る本学則の規定を準用する。 

第９章 奨学制度 

（奨学） 

第46条 本研究科の学生で、経済的理由によって修

学が困難な者及び特に学力が優れている者に対し

ては、奨学の方法を講じることができる。 

２ 奨学の方法については、別に定めるところによ

る。 

第10章 留学 

（留学） 

第47条 本研究科は、本大学の協定又は認定する外

国の大学若しくは大学院へ留学を希望しようとす

る者を留学させることができる。 

２ 前項の留学期間のうち１年は、第３条に定める

修業年限に算入する。 

３ 留学に関する規定は、別に定めるところによる。 

第11章 施設及び設備 

（講義室等） 

第48条 本研究科には、その教育に必要な講義室、

演習室、自習室等を備えるものとする。 

２ 本研究科の教育のために本大学の学部、研究科、

附置研究所等の施設は、その教育研究上支障を生

じない場合には、必要に応じ、共用することがで

きる。 

第12章 厚生保健施設 

（厚生保健施設の利用） 

第49条 厚生保健施設及びその利用に関しては、別

に定めるところによる。 

第13章 賞罰 

（表彰） 

第50条 人物、学業ともに優秀な者は、表彰する。 
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（懲戒） 

第51条 本研究科の学則又は事務取扱規程に違反し、

その他学生の本分に反する行為をした者は、懲戒

処分に付する。 

２ 懲戒は、譴責、停学及び退学の３種とする。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する

者について行う。 

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められ

る者 

(２) 学業を怠り成業の見込みがないと認められ

る者 

(３) 大学の秩序を乱し、その他学生の本分に著し

く反した者 

４ 懲戒処分に関する手続は、関西大学学生懲戒処

分規程に定める。 

第14章 改正 

（改正） 

第52条 本学則の改正は、研究科教授会の議を経な

ければならない。 

第15章 補則 

（補則） 

第53条 本学則に定めるほか必要な事項については、

関西大学大学院学則及び関西大学大学院会計研究

科事務取扱規程の定めるところによる。 

附 則 

本学則は、平成18年４月１日から施行する。 

＜省略＞ 

附 則 

本学則は、2017年４月１日から施行する。 

本学則は、2017年４月１日から施行する。 

 

別表（第７条関係） 

会計研究科会計人養成専攻 

Ⅰ 授業科目、単位数 

類別 授業科目 単位 配当年次 

導入 

科目群 

理論科目 選択科目 中級商業簿記 1 1 

中級工業簿記 1 1 

基本 

科目群 

横断科目 必修科目 会計専門職業倫理 1 2 

理論科目 企業法 1 1 

選択必修科目 上級簿記 1 1 

上級財務会計論 1 1 

上級原価計算論 1 1 

上級管理会計論 1 1 

監査制度論 1 1 

監査基準 1 1 

発展 

科目群 

横断科目 選択必修科目 会計専門職業数学 2 1 

理論科目 会計基準論 2 1 

会計制度論 2 1 

財表作成簿記 2 1 

戦略管理会計論 2 1 
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上級税務会計論 2 1 

租税法会計論 2 1 

公会計論 2 1 

監査実施論 2 1 

監査報告論 2 1 

商法 2 1 

会社法 2 1 

民法（総則・物権） 2 1 

経営学理論 2 1 

インベストメント論 2 1 

コーポレート・ファイナンス論 2 1 

ミクロ経済学 2 1 

統計学 2 2 

国際会計基準論 2 2 

国際会計制度論 2 2 

企業分析論 2 2 

コストマネジメント論 2 2 

上級税務戦略論 2 2 

公監査論 2 2 

国際監査制度論 2 2 

金融商品取引法 2 2 

上級会社法 2 2 

租税法理論 2 2 

民法（債権） 2 2 

経営戦略論 2 2 

経営組織論 2 2 

資本市場論 2 2 

マクロ経済学 2 2 

実践科目 会計事例研究 2 1 

管理会計事例研究 2 1 

監査事例研究 2 1 

基本会計プログラム演習 2 1 

基本監査プログラム演習 2 1 

BATIC演習 2 1 

IFRS実務 2 1 
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会社経理実務 2 1 

ディスクロージャー実務 2 2 

税務会計事例研究 2 2 

企業法判例演習 2 2 

起業・株式公開事例研究 2 2 

実践会計プログラム演習 2 2 

実践監査プログラム演習 2 2 

個別演習

科目 

ソリューション・イン・アカデミック 2 1 

ソリューション・イン・プロフェッショナル 2 2 

ソリューション・イン・エキスパータイズ 2 2 

論文指導・修士論文（基礎） 2 1 

応用科目 横断科目 選択必修科目 特殊講義（各テーマ） 2 1 

理論科目 中小企業金融論 2 1 

会計検査制度論 2 1 

実践コミュニケーション 2 1 

英文会計論 2 2 

会計戦略論 2 2 

資産会計論 2 2 

負債・資本会計論 2 2 

企業結合会計 2 2 

企業価値マネジメント論 2 2 

マネジメント・コントロール・システム論 2 2 

国際税務戦略論 2 2 

保証業務論 2 2 

内部監査論 2 2 

不正摘発監査論 2 2 

法人税法 2 2 

行政法 2 2 

プロダクト・マネジメント論 2 2 

国際経営論 2 2 

リスク分析論 2 2 

国際財務戦略論 2 2 

公共経済学 2 2 

XBRL論 2 2 

実践科目 国際会計事例研究 2 2 
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国際管理会計事例研究 2 2 

国際税務会計事例研究 2 2 

公会計・公監査事例研究 2 2 

国際監査事例研究 2 2 

企業再生事例研究 2 2 

国際コミュニケーション論 2 2 

論文指導・修士論文（実践） 4 2 

修士論文 4 2 

プロフェッショナル・インターンシップ・イン・

アカウンティング・ファーム 

2 1 

プロフェッショナル・インターンシップ・イン・

ビジネス 

2 1 

Ⅱ 修了要件 
１ 本課程を、Professional Accountantコース（以下、「PAコース」という）、Professional Accountant

in Businessコース（以下、「PAIBコース」という）及びResearch Paperコース（以下、「RPコー
ス」という）に分け、各コースごとに以下の科目を含め54単位以上を修得しなければならない。 

ただし、中級商業簿記及び中級工業簿記を修了所要単位に算入することはできない。 
(1) PAコース 
ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、

監査制度論、監査基準、企業法 ８単位 
イ 発展科目群 実践科目６単位以上を含めて24単位 
ウ 応用科目群 実践科目２単位以上を含めて12単位（ただし、プロフェッショナル・インターンシ

ップ・イン・ビジネスは含まない。） 
(2) PAIBコース 
ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記又は上級財務会計論、上級原価計算論又は上級管理会

計論、監査制度論又は監査基準、企業法 ５単位 
イ 発展科目群 実践科目８単位以上を含めて24単位 
ウ 応用科目群 実践科目４単位以上を含めて12単位（ただし、プロフェッショナル・インターンシ

ップ・イン・アカウンティング・ファームは含まない。） 
(3) RPコース 
ア 基本科目群 会計専門職業倫理、上級簿記、上級財務会計論、上級原価計算論、上級管理会計論、

監査制度論、監査基準、企業法 ８単位 
イ 発展科目群 論文指導・修士論文（基礎）２単位を含めて24単位 
ウ 応用科目群 論文指導・修士論文（実践）及び修士論文計８単位を含めて12単位（ただし、プロ

フェッショナル・インターンシップ・イン・アカウンティング・ファーム及びプロフェッショナル・
インターンシップ・イン・ビジネスは含まない。） 

２ 履修条件 
(1) 学生は、授業科目の選択等に関する指導を受けなければならない。 
(2) ２年次配当科目の履修には、科目ごとに指定した必修科目を修得済でなければならない。 
(3) 論文指導・修士論文（実践）及び修士論文はRPコース所属学生のみ履修できる。 
(4) １年次配当の基本科目群科目を全て修得していなければ、PAコースに所属できない。 

３ 履修制限単位 
次の各号の単位を超えて、履修を届け出ることはできない。 
ただし、導入科目群科目及びプロフェッショナル・インターンシップ・イン・アカウンティング・フ

ァーム、プロフェッショナル・インターンシップ・イン・ビジネスは含めないものとする。 
(1) 第１年次 36単位 
(2) 第２年次 36単位 

４ 進級制度 
１年次終了時において、１年次配当の基本科目群科目５単位（PAIBコースは３単位）以上を含む18

単位以上修得できていなければ、２年次配当科目の履修を認めない。 
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